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 全国がん登録と連携した臓器がん登録による大規模コホート研究の推進及び高質診療 

データベースの為のNCD長期予後入力システムの構築に関する研究 
 

 
（研究分担者 小林宏寿 東京都立広尾病院外科 部長） 

 
 研究要旨                         

大腸癌研究会では，40年以上にわたり全国大腸癌登録事業を行っ
ている．現在74施設が登録しており、年間約9000例の登録を有す
る．一方，大腸癌罹患数が増加している反面，大腸癌全国登録へ
の登録数は増えていない．悉皆性を高める観点より今後ＮＣＤと
の連携を視野に問題点を検討した。 

  

 

Ａ．研究目的             
現在行っている臓器がん登録（大腸が

ん登録）について、以下の点について検
討する。 
①臓器がん登録システムの現状と課題 
②臓器がん登録を用いた臨床研究の現状 
③NCD登録との連携に向けて 
④NCD以外の第三者機関との連携の可能性
⑤全国がん登録との関わり 
 
Ｂ．研究方法 
臓器がん登録の現状を整理し、その現状
および他臓器がん登録の試みも踏まえ、
上記①～⑤について検討する。 
（倫理面への配慮）現行の大腸癌登録デ
ータは連結不可能匿名化情報である。 
                   
Ｃ．研究結果             
①大腸がん登録システムの現状と課題 
運営母体：大腸癌研究会 
事務局：大腸癌全国登録委員会 
目的：大腸癌に関する統計、資料の収集
および提供 
登録開始：1974年 
累積登録数：約16万例 
現在の年間登録数：約9000例 
登録形式：ファイルメーカー 
Retrospective 
 

②大腸がん登録を用いた臨床研究の現状 
データは毎年Multi-Institutional Reg

istry of Large Bowel Cancer in Japa
nとして発刊され，公表されていた．し
かしながら，昨今の資源保護の観点，な
らびに利用者の便宜を考慮し，今後はイ
ンターネットでのオンライン公開を行う
こととなった． 

一方，多くの臨床研究に利用され，医
学の発展に寄与している．今年度も3件
の利用申請があり、いずれも審議の上，
承認され，臨床研究に利用されている．

③NCD登録との連携に向けて   
NCDとの連携に向けて，大腸癌全国

登録委員会を中心に検討中である。これ
までの大腸癌全国登録項目165のうち，
NCD実装予定の66項目の選定が終了し
ている｡また，NCD実装に当たって解決
すべき問題として，資金，悉皆性の担
保，情報粒度、データへのアクセスなど
が挙げられた． 

 
④NCD以外の第三者機関との連携の可能性 

想定していない 
 

⑤全国がん登録との関わり   
想定していない．現状では予後情報が

取得できない可能性がある．また，可能
な場合でも匿名化連結の実現性に問題が
あると考える． 

 
Ｄ．考察               

これまで大腸癌研究会を中心に行って
きた大腸癌全国登録は，情報粒度が担保
され，これまで大腸癌取扱い規約，大腸
癌診療ガイドラインの発刊・改訂にも大
きな役割を果たしてきた． 

ただし，大腸癌手術例全体における症
例カバー率は6-7％で推移しており，悉
皆性に問題がある．NCDと連携すること
で，悉皆性を高められる可能性がある
が，以下の問題点につき解決する必要が
ある． 

 
資金：現在，日本消化器外科学会が中心

となって，NCDに伴う関連費用を
抑える試みが始まっている．しか
しながら，NCDに臓器がん登録シ
ステムを追加した場合，データベ
ース維持・利用費用として年間10
0万円と多額の資金が必要であ
り、その確保が問題となる．ま
た，初期システム構築には数百万
円が必要となる見込みである． 
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 悉皆性：多くの施設から登録が期待さ
れる反面、強制力やインセンテ
ィブがないため、悉皆性の改善
は必ずしも期待できない。専門
医制度や登録情報の活用機会な
どのインセンティブなどについ
ても検討を要す． 

情報粒度：一般施設からの登録に当たっ
ては、詳細項目の登録が難しいと
考えられ、情報の精度を確認する
手段もなく、簡易項目について今
後検討を追加する必要がある。 

データへのアクセス：現状では、NCDで
はデータを自由に用いることがで
きず解析を依頼することになるた
め、これまでのような活発な臨床
研究への活用が妨げられる可能性
がある．より柔軟なデータ利用方
法について検討する必要がある。

 
Ｅ．結論 

大腸がん登録システムとNCDとの連携
にあたり、悉皆性・情報粒度・資金面に
おける課題が具体的に明らかとなった。
NCDとの連携は本邦における大腸癌治療
のトレンドを把握するために，非常に有
用なツールになり得ると考える．一方，
データ利用に制限がかかることで，臨床
研究の停滞につながる危険性もあり，NC
Dを通したがん登録においても，従来以
上に柔軟なデータ利用法の考案など，解
決すべき課題が浮き彫りとなった。 

 
Ｆ．健康危険情報  
  該当なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況    
 （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3. その他 
 なし 
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